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年金（１） 温情主義 

 

 モデルは小塩（2005，第５章）にしたがう。 

 2 期間のライフサイクルモデルを考える。個人の厚生水準を判断する効用関数（経験効用

とも呼ばれる）は 

 

      1010 , cucuccU   

 

であるとする。しかし，個人は近視眼的（myopic）であり，第１期（現役期）に意思決定

する際には，第２期（引退期）の消費を大きく割り引くものとする。すなわち，第１期は，

意思決定効用 

 

     1010 , cucuccU   

 

のもとで生涯の消費計画をたてるとする。ここで 10    である。 1 のとき，現役

期に将来の消費を軽視する。 

非常に極端に近視眼的（ 0 ）のとき，どのような行動をとるかを考えよう。w を現役

期の労働所得，s を貯蓄，θを年金保険料とすると， 

 

 wsc0  

 sc1  

 

が予算制約式である。また，わが国の法律では，将来の年金給付を担保に借り入れするこ

とを禁じている。これは， 

 

0s  

 

として表すことができる。 

若年期には， 

 

 0max cuU    s.t.   wsc0 ， 0s  
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が効用最大化問題となるので， 

 

 ,0s   ,0  wc   1c  

 

が，完全に近視眼的な個人の効用となる。 

 一方，完全に合理的な個人は， 

 

    10max cucuU    

 s.t.   wsc0 ，  sc1 ， 0s  

 

が最大化問題になる。 

 

 クイズ：最適な 0c は？ 

 

 したがって，もし完全に近視眼的な個人に望ましい貯蓄をさせるためには， 2/w と

するのが，望ましいことになる。 

 

 

上の議論をもとに，年金政策へのいくつかの含意を導こう。 

個人の所得が変化すると，θは所得に比例することがわかる。年金給付には２種類存在す

る。定額（flat）と報酬比例（earnings-related）である。したがって，上記の議論から正当化

される給付体系は報酬比例である。 

モデルは現実を抽象化したものであり，モデルでとらえられていない要素を加えると，

結論は変化する。例えば，λが人によって違うと，全員に共通の θをとると，個人によって

それが大きすぎたり，小さすぎたりすることになる。 

近視眼的個人が存在するか否かを検証する代表的な方法は，退職時点で大きな消費の落

ち込みが生じたかどうかを，パネルデータを用いて調べるものである。Banks, Blundell and 

Tanner (1998), Bernheim, Skinner and Weinberg (2001) 等の研究があり，退職時点での消費の落

ち込みが観察されている。 
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年金（２） モラルハザード 

 

近視眼的な行動に政府が介入するときには，生活保護か強制貯蓄かの２つの手段がある。

前者の政策で心配しなければいけないのはモラルハザードの問題である。 

人口の μ の割合が近視眼的， 1 の割合が合理的だとしよう。情報の非対称性の問題か

ら政府は個人のタイプがわからないとしよう。生活保護水準を B とすると，近視眼的な個

人は， 

 

,0cw    0s  

 

で生活保護を受け， 

 

 Bc 1  

 

となる。 

 合理的な個人の行動を考える際に，効用関数を clog に特定化する。個人は２つの行動を

選択する。１つは，(a)正直に行動する（truth telling）ことであり， 

 

 10 loglogmax cc   s.t.   wcc 10  

 

を解いて， 

 

 
210




w
cc  

 

となる。このときの効用は，   2log21log2   となり，政府の予算制約は， B  と

なる。 

 一方，個人が  (b)近視眼的なふりをする（mimicking myopes）ときは，効用は

  Blog1log  となり，政府の予算制約は， B となる。 

 合理的な個人がどちらの行動をとるかで，政府の予算制約を通して，θが変化してくるが，

これを考慮に入れないものとする。個人の選択によって生じる費用は，(a)の場合は，近視

眼な個人への所得移転であり，(b)の場合は，望ましい消費選択がおこなえないことである。
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パラメータの値によっては，(b)の効用が高い場合がある。これは，生活保護制度が存在す

るがために，その制度を必要としない個人までが生活保護を選択することを示している。 
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